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地区別事前復興まちづくり計画 策定検討委員会資料 参考資料編（共通）

区分 内容(右下図参照) 図表示区分

× 全壊被害の可能性:(全壊となる浸水可能性が５０%以上) 全壊被害の可能性

■(浸水深2m超)※ 甚大被害の可能性:(大規模半壊以上となる浸水可能性が概ね80％以上，全壊は概ね
50％以上)

甚大被害の可能性(浸水深2m超※) 

□(浸水深2m以下)※
大修理の可能性:(大規模半壊以上となる浸水可能性が概ね50％以上，全壊は概ね
20％未満)

半壊(大修理)の可能性(浸水深2m以下
※)

▲ :半壊家屋想定:(半壊程度の浸水可能性が50％以上) 要修理の可能性
△ :軽被害家屋想定:(一部損壊・被災なしの浸水可能性が50％以上)

軽度被害の可能性
□ 浸水なし

次頁に示す東日本大震災の津波被災現況調査結果（第２次報告）から，個別建物の被害の様相について下表のように設定したものです。
■建物の被害の様相 ※建物の被災区分は東日本大震災の津波被災現況調査結果（第２次報告）による
※東日本大震災の被災データの浸水深区分によるため，浸水深区分について2m「超」「以下」としている。

建物区分 浸水深

用途 構造 階数
浸水
なし

0.0

～
0.5m

0.5

～
1.0m

1.0

～
1.5m

１.5

～
2.0m

2.0

～
2.5m

2.5

～3m

3～
6m

6～
10m

10m

以上

住宅(専
用・併用)

木造 1 □ △ ▲ ▲ □ ■ × × × ×

2 □ △ ▲ ▲ □ ■ × × × ×

3以上 □ △ ▲ ▲ □ ■ ■ × × ×

非木造

(RC)

1 □ △ ▲ ▲ □ ■ × × × ×

2 □ △ ▲ ▲ □ ■ ■ × × ×

3以上 □ △ ▲ ▲ □ ■ ■ × × ×

非住宅

木造 1 □ △ ▲ ▲ □ ■ × × × ×

2 □ △ ▲ ▲ □ ■ × × × ×

3以上 □ △ ▲ ▲ □ ■ ■ × × ×

非木造

(RC)

1 □ △ ▲ ▲ □ ■ × × × ×

2 □ △ ▲ ▲ □ ■ ■ × × ×

3以上 □ △ ▲ ▲ □ ■ ■ × × ×

■建物用途・構造・階数別，津波浸水深別被害の様相の設定 ■東日本大震災の津波被災現況調査結果（第２次報告）※木造2階建ての場合

津波による建物の被害推定の詳細～考え方
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地区別事前復興まちづくり計画 策定検討委員会資料 参考資料編（共通）
液状化に関する施策について～高知市事前復興まちづくり計画における考え方
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地区別事前復興まちづくり計画 策定検討委員会資料 参考資料編（共通）

液状化に関する施策について～液状化対策について
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重ね合わせデータ
〈土地利用現況及び
公共施設配置等
（令和元年都市計画基礎調査
を補正〉

被害想定図～土地利用図

○三里地区の災害リスク等(土地利用現況及び公共施設配置等)

地区別事前復興まちづくり計画 策定検討委員会資料 参考資料編（三里地区）
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地区別事前復興まちづくり計画 策定検討委員会資料 参考資料編（三里地区）

〈津波浸水想定（県R6シミュレーション）〉〈築年別建物分布図〉

被害想定図～築年別建物分布図，災害リスク（津波浸水想定）

○三里地区の災害リスク等(津波浸水想定（県R6シミュレーション），震度)
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地区別事前復興まちづくり計画 策定検討委員会資料 参考資料編（三里地区）

重ね合わせデータ
〈洪水ハザードマップ（高知県防災マップ）〉

被害想定図～災害リスク（洪水ハザードマップ）

○三里地区の災害リスク等(洪水ハザードマップ)
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地区別事前復興まちづくり計画 策定検討委員会資料 参考資料編（三里地区）

重ね合わせデータ
〈土砂災害警戒区域（高知県防災マップ）〉

〈液状化の危険度状況（高知県防災マップ）〉

○三里地区の災害リスク等(土砂災害警戒区域，液状化の危険度)

被害想定図～災害リスク（土砂災害警戒区域，液状化の危険度）
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重ね合わせデータ
〈土地利用現況及び
公共施設配置等
（令和元年都市計画基礎調査
を補正〉

被害想定図～土地利用図

○潮江地区の災害リスク等(土地利用現況及び公共施設配置等)

地区別事前復興まちづくり計画 策定検討委員会資料 参考資料編（潮江地区）
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地区別事前復興まちづくり計画 策定検討委員会資料 参考資料編（潮江地区）

〈津波浸水想定（県R6シミュレーション）〉〈築年別建物分布図〉

被害想定図～築年別建物分布図，災害リスク（津波浸水想定）

○潮江地区の災害リスク等(津波浸水想定（県R6シミュレーション），震度)
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地区別事前復興まちづくり計画 策定検討委員会資料 参考資料編（潮江地区）

重ね合わせデータ
〈洪水ハザードマップ（高知県防災マップ）〉

被害想定図～災害リスク（洪水ハザードマップ）

○潮江地区の災害リスク等(洪水ハザードマップ)
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地区別事前復興まちづくり計画 策定検討委員会資料 参考資料編（潮江地区）

重ね合わせデータ
〈土砂災害警戒区域（高知県防災マップ）〉

〈液状化の危険度状況（高知県防災マップ）〉

○潮江地区の災害リスク等(土砂災害警戒区域，液状化の危険度)

被害想定図～災害リスク（土砂災害警戒区域，液状化の危険度）
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地区別事前復興まちづくり計画 策定検討委員会資料 参考資料編（潮江地区）
二線堤に関する区域等について

二線堤の関する区域等（潮江地区）
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地区別事前復興まちづくり計画 策定検討委員会資料 参考資料編（共通）

復興に向けたスケジュール～復興の道すじのイメージ
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地区別事前復興まちづくり計画 策定検討委員会資料 参考資料編（三里地区）

①復興計画の期間
復興パターンに示されたまちづくりの実現に向けたスケジュールを設定します。おおむね発災後の１年間は，復興まちづくり計画の策定を想
定し，１年後から事業に関する調査や調整を実施（１～２年），その後に事業着手，住宅建設等が進むと想定します。
高知市事前復興まちづくり計画復興基本方針では，発災から約1か月の応急復旧を「応急対策期」とし，約1か月から約8年間の復興を「復
旧・復興期」としており， 発災後8年間を目途としてハード整備を含めて完了を目指します。

 事業 1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 7 年 8 年 

復興まち

づくりに

関係する

事業 

防災に関する事業 

（防潮堤の耐震化

等） 

        

住環境に関する事業

（生活道路の整備，

市営住宅の再編等） 

        

産業に関する事業

（木質バイオマス発

電の促進） 

        

交流拠点に関する事

業（高知新港の利用

促進強化等） 

        

健康・医療・教育に

関する事業（医療セ

ンターや県立大学と

の連携 

        

田園環境ゾーンの復

興（野菜・花卉など

の施設園芸の育成

等） 

        

交通体系の整備（物

流・交流の活性化

等） 

        

都市美と地域環境の

保全・活用に関する

事業（海岸沿いの園

芸風景の保全等） 

        

 事業 1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 7 年 8 年 

まちづく

り計画 

復興まちづくり計画

の策定 

 

        

住宅地整

備 

防災移転促進事業 

(第 1 案) 

 

        

移転後跡地の公園事

業等(第 1案) 

 

        

土地区画整理事業 

(第 2 案) 

 

        

仁井田地区 

(区画整理事業) 

 

        

基盤施設

の整備等 

県道 35号と沿道宅

地の嵩上げ 

 

        

市営住宅の再編に合わ

せた住宅用地の供給 

 

        

土砂災害対策の実施 

 

 

        

その他の

事業 

先端技術の積極的な

導入 

 

        

継続的な津波避難対

策 

 

        

災害時に使用可能な

用地の確保と活用 

 

        

地区特性を踏まえた

災害公営住宅の供給 

 

        

なりわい再生に向け

た土地利用の推進 

 

        

検討・策定 

調査・設計・協議 宅地整備 住宅建設 

調査・設計 事業着手 使用開始 

調査･設計･協議 公共施設・ 
宅地整備 

住宅建設 

公共施設・宅地整備・住宅整備 調査･設計･協議 

調査・設計・協議 事業着手 使用開始・住宅建設 

事業着手 使用開始・住宅建設 

調査・設計 

調査・設計・協議 

事業着手 

住宅建設 居住・維持管理 
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地区別事前復興まちづくり計画 策定検討委員会資料 参考資料編（潮江地区）

①復興計画の期間
復興パターンに示されたまちづくりの実現に向けたスケジュールを設定します。おおむね発災後の１年間は，復興まちづくり計画の策定を想
定し，１年後から事業に関する調査や調整を実施（１～２年），その後に事業着手，住宅建設等が進むと想定します。
高知市事前復興まちづくり計画復興基本方針では，発災から約1か月の応急復旧を「応急対策期」とし，約1か月から約8年間の復興を「復
旧・復興期」としており， 発災後8年間を目途としてハード整備を含めて完了を目指します。

 事業 1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 7 年 8 年 

まちづく

り計画 

復興まちづくり計画

の策定 

 

        

住宅地整

備 

２線堤整備 (都市計

画道路を主体とする

場合) 

 

        

２線堤整備(沿道で

の土地区画整理事業

実施) 

        

土地区画整理事業 

(2 線堤を含まない) 

 

        

防災拠点整備 

(第 2案) 

 

        

嵩上げの区画整理 

 

 

        

基盤施設

の整備等 

市営住宅の再編に合わ

せた住宅用地の供給 

 

        

土砂災害対策の実施 

 

 

        

学校施設の津波浸水

対策の実施 

 

        

その他の

事業 

先端技術の積極的な

導入 

 

        

継続的な津波避難対

策 

 

        

立地適正化計画に沿

ったまちづくりの推

進 

        

災害時に使用可能な

用地の確保と活用 

        

地区特性を踏まえた

災害公営住宅の供給 

 

        

なりわい再生に向け

た土地利用の推進 

 

        

歴史・文化など地域

資源の再生・活用 

 

        

検討・策定 

調査・設計・協議 2線堤整備 
住宅建設 

調査・設計・協議 2 線堤・沿道宅地・公共施設整備 

調査･設計･協議 公共施設・宅地整備・住宅建設 

調査・設計 
・協議 

公共施設・施設建築物整備 

公共施設・宅地整備・住宅建設 計画検討 

事業着手 使用開始・住宅建設 調査・設計・協議 

調査・設計 事業着手 

調査・設計 事業着手 

住宅建設 居住・維持管理 

 事業 1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 7 年 8 年 

復興まち

づくりに

関係する

事業 

防災に関する事業 

（防潮堤の耐震化

等） 

        

商業・業務に関する

事業（商業・業務機

能の維持） 

        

住環境に関する事業

（市営住宅の再編

等） 

        

産業・物流に関する

事業（港湾機能の更

新等） 

        

交通体系の整備（港

湾・物流物流機能の

強化，生活道路の整

備） 

        

都市美と地域環境の

保全・活用に関する

事業（親水空間の形

成，くすのき並木の

保全・整備，わんぱ

ーくこうちの再整

備） 

        

 


